
家族信託・個人による活用事例①
-認知症対策信託-



1.事例の概要
①相談者：Ａ氏（47歳）
②事例背景：

●Ａ氏の父親Ｂ氏（74歳）：
・身体はとても元気だが、最近は徐々に物忘れが多くなってきた。
・Ａ氏は父親Ｂが、近い将来「認知症になるのでは」と心配している。

●父親Ｂの資産状況：
・不動産、株式投資→様々な財産を自分で管理している。
・Ａ氏は資産状況を完全に把握できていない。

●父親Ｂの家族状況：
・Ａ氏以外に前妻との子Ｃがいるが、現在「音信不通」の状態。
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2.家族信託以外の対策例・その課題点
1.対策例①：任意後見制度の活用

●父親Ｂが子供Ａさんを「将来の後見人」に指定→任意後見契約の締結。
●対策例①の課題点：
・元配偶者の子Ｃは推定相続人→相続時に混乱することが予想される。
・財産内容が複雑・総額が大きいと→家庭裁判所の管理が相当厳しくなる
可能性が高い

2.対策例②：遺言書の作成
●遺言書内容→「父親ＢがＡさんに全財産を相続させる」
●対策例②の課題点：
・Ｃが父親Ｂの死亡を知れば、「遺留分減殺請求」を行う可能性が高い。
・そうなると、全ての財産が「共有状態」となってしまう。
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3.家族信託を活用した提案
●対策例：Ｂ氏と委託者兼当初受益者／Ａ氏を受託者とする家族信託契約書締結

①具体的内容：
・Ａ氏を二次受益者とする。
・全財産を信託財産とする（年金受入口座を除く）

②契約書に明記する内容：
・「本信託受益権は相続によっては承継されない」
・「受益権を有する者が死亡した場合→その者の有する受益権は消滅→次

順位の者が新たな受益権を取得する」
・「次順位の者が既に死亡していた場合→更に次順位の者が受益権を取得

する」
・上記スキームを「消滅＆発生型契約」と言う



4.本事例のスキーム図
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5.家族信託を活用するメリット
①家族信託契約発動後→父親Ｂの信託財産管理は、Ｂ氏の心身状態に関係なく、受託者であるＡ氏
が行うことになる。

②Ｂ氏が認知症後も→法定後見人が付いたとしても→家族信託された財産には権限が及ばない。

③家族信託契約がされた財産は「相続財産」から外れる。

④受益権の移動を、「消滅＆発生型」にしておけば、二次受益者が相続ではなく、「固有の財産」
として、新たな受益権を得ることが可能となる。

⑤遺留分権者Ｃ氏との関係において→少なくともＢ氏の財産
を「相続財産」として取得されることはない。

⑥財産の「共有化リスク」を回避出来る。
（遺留分対向型信託）

⑦遺留分権者との問題が解決した後、Ａ氏は取得した
受益権を、家族信託契約を解除して、「所有権」に
戻すことも出来るし、新たな受益権を設定して、契約
継続も可能である。


